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評 価 結 果 に つ い て 

 

 

 

 

 都営住宅等の指定管理者評価委員会において、令和２年度における指定管理者の管理

運営状況についての評価を行った結果については、別紙「都営住宅等の指定管理者評価

委員会評価結果」のとおりです。 



      （別紙） 

都営住宅等の指定管理者評価委員会 評価結果 

 

都営住宅等 

 
 

項 目 評 価 内 容 

二 次 評 価 Ａ 

管 理 状 況 

・不適正事例の早期把握に努め、是正指導を適切に実施している。医療や長期

困難案件についても、地元自治体や地域包括センター等と連携して、きめ細

やかな対応により解決に導いている。 

・定期訪問対象世帯約 17,000 世帯に対し、年間で延べ 21 万回以上の訪問を行

い、17 万回以上の面談を行うなど、仕様書に定める２か月に 1回以上の頻度

を大きく上回る訪問・面談を実施している。また、安否確認についても、地

元区市町などと連携して安否確認の強化に取り組んでいる。 

・巡回管理業務相談員を配置し、巡回管理人の定期訪問等の同行等による業務

支援を行っており、効果的な巡回管理業務の推進に努めている。 

・財務状況については、（株）格付投資情報センターの格付で、昨年度に引き続

き「ＡＡ」と高い評価を取得している。 

事 業 効 果 

・目標値を上回る収納率、収入認定率を達成している。 

・居住者の満足度調査において、職員の窓口対応及び巡回管理人の対応と、管

理に対する総合的な満足度について、概ね９割の方から高い評価を得ている。 

・コロナ禍に対しては家賃の支払い期限の延長など、緊急的な事案にも速やか

に対応している。 

そ の 他 

・一次評価は、個人情報紛失事故の発生を踏まえ評価Ａとしており、二次評価

においても評価Ａが妥当である。 

・指定管理者には、個人情報の厳格な管理の必要について改めて認識いただく

と同時に、引き続き高い信頼性と厳格な情報管理体制の構築・運用を図って、

情報セキュリティー事故の再発防止に努めてほしい。 

・居住者の高齢化・単身化が進み、指定管理者として従来のハード面での施設

管理業務だけでは収まらない部分が出てきている。今回の評価項目でもソフ

ト面が多い。こうした部分の評価について、今後の課題として検討が望まれ

る。 

・アンケート調査については、選択肢による回答のほか、自由記入欄を設ける

などサービス面の不満に関する具体的な意見の分析を行えるように工夫し、

委員会の報告で紹介していただくと、具体の実例に即した議論が出来ると考

える。 
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